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41第 期 決算報告

株主通信

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜りまし
て、厚く御礼申し上げます。
　当連結会計年度における当社グループの売上高は
17,951百万円（前期比10.3％増）と過去最高となりま
した。新型コロナも収束に向かい、当社グループは新た
な成長の軌道に乗ったと確信しております。
　当社では、「資本効率性」、「株主還元」、「財務健全
性」をバランス良く実現することを資本政策の基本方
針としております。現在の安定した財政基盤の更なる
充実に努めるとともに、DOE（株主資本配当率）3％を
基準として、財務健全性を確保しながら安定的に配当

を実施する方針です。また、継続的に増配できるよう中
長期的な企業価値向上に努めてまいります。
　当社グループは、約3年にわたる新型コロナ禍の影響
を受けたことにより中期目標の見直しを行い、新たに
2027年3月期 売上高320億円を目標といたしました。
その実現を目指し、以下の3点を重点的に取り組んでま
いります。

１． 主事業である整水器販売事業の直接販売部門の効
率化を伴う量的拡大

２． 整水器販売事業の卸・OEM部門における海外展開
の拡大

３． 世界に先駆けた電解水透析の普及と、保険適用も
視野に入れた研究開発等の活動

　グループ事業では、東証グロース上場のステムセル
研究所（証券コード：7096）が、さい帯血バンク事業を
ベースに、新たな細胞ソースを利用した事業や出産に
関連する女性の健康をサポートする事業などの開発に
も取り組み、飛躍的な成長を実現してまいります。                  
　電解水素水、電解水透析、再生医療関連等の事業を
通じて、人びとのWell-beingに貢献することが我々の
使命です。「社会はいつでも我々の製品を必要としてい
る」をスローガンに、サステナブルな社会の実現に貢献
し、当社グループの持続的な企業価値向上、株主価値
向上を果たしてまいります。

株主の皆様へ

中期目標売上高320億円に向けて

株式会社日本トリム  代表取締役会長兼CEO
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企業理念

快適で健康なヒューマンライフの
創造に貢献する

新資本政策の基本方針

日本トリムグループのサステナビリティ

● 健康寿命の延伸への貢献[ウォーターヘルスケア事業]
● 新しい医療（治療法・サービス）の開発[医療関連事業]

● 地球温暖化対策への対応
● 環境対策（循環型社会の構築）への貢献

● 持続可能な調達の実施

● 地域社会との共存
● 農業分野への貢献

● ダイバーシティ&
   インクルージョンの推進
● 働き方改革の実施

健康・医療

ひと

社会サプライ
チェーン

環境　日本トリムグループは、事業を通じた社会
課題の解決による持続的な社会発展への
貢献、また、中長期的な企業価値向上を実
現するため、企業理念、経営方針、ステーク
ホルダーから見た重要度を認識したうえで、
当社グループで共通に取り組むマテリアリ
ティ（重要課題）を特定しております。

１ 資本効率性の向上 目標指標  ROE 10％以上
【ROE】 2023年3月期：8.1％　　2024年3月期計画：8.7％

2 株主還元の強化 基　準  DOE 3％
【配当】 2023年3月期　　：120円（増配 20円 + 40周年記念配当 40円）
 2024年3月期予想： 85円（増配  5円）
3 財務健全性の維持

※ ROE（自己資本利益率）　※ DOE（株主資本配当率）＝ROE×配当性向

【配当金額・DOEの推移】
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配当金額 DOE40周年記念配当

第40期
2021年4月1日～
2022年3月31日

第41期
2022年4月1日～
2023年3月31日

売上高 16,276 17,951
営業利益 1,998 2,378
経常利益 2,091 2,515

親会社株主に
帰属する

当期純利益
1,940
（※）

1,646

※ 中国病院運営事業関連の債権譲渡及びステムセル研究所の株式売り出
しにより税金費用が660百万円減少の特殊要因

財務ハイライト：前期比較

（単位：百万円）■ 連結貸借対照表（要約）
第40期

（2022年3月31日）
第41期

（2023年3月31日）

資産の部
流動資産 18,160 19,894
固定資産 8,430 9,152
資産合計 26,590 29,046

負債の部
流動負債 4,896 5,905
固定負債 891 1,012
負債合計 5,788 6,918

純資産の部 純資産 20,802 22,128
負債・純資産合計 26,590 29,046

自己資本比率（%） 74.5 72.4

■ 連結損益計算書（要約） （単位：百万円）

増配
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ウォーターヘルスケア事業
WATER HEALTH CARE

電解水素水の認知向上、普及促進に

「健常者においても電解水素水の日常的継続飲用により、血中酸化ストレスが低く抑えられている」

生活習慣化しやすい疾病予防策 「ウォーターヘルスケアという、新習慣」

科学誌「Heliyon」の詳しい内容はこちら ▶ https://www.cell.com/heliyon/fulltext/S2405-8440(22)03141-3

「エッセンシャルヘルスケア科学共同研究講座」
電解水素水飲水による、より高い健康度を探求してきた

研究をさらに発展し、「健康インフラ」の確立を目指す。

エビデンスブックを発行

理化学研究所との共同論文が2022年11月の科学誌「Heliyon」に掲載

神戸大学と共同研究講座を2023年4月に開設
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株主メモ会社概要（2023年3月31日現在）

商 号
本 社

設 立
資 本 金
従 業 員
主 な 事 業 内 容

株式会社日本トリム NIHON TRIM CO.,LTD.
大阪市北区梅田二丁目2番22号 
ハービスENTオフィスタワー22階
1982年（昭和57年）6月12日
992,597千円
650名（関連会社含む）
電解水素水整水器及びカートリッジ等の製品開発・
販売

株式の状況（2023年3月31日現在）

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株 主 数

16,000,000株
8,656,780株
7,845名

会社情報

医療関連事業
MEDICAL-RELATED

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
単 元 株 式 数
株主名簿管理人

郵 便 物 送 付 先

電 話 照 会 先

公 告 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで
毎年6月
100株
東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話0120-782-031（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店及び
全国各支店で行っております。
電 子 公 告とし、当 社ホ ームペ ージ（https://www.
nihon-trim.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公
告による公告をすることができない場合の公告方法
は日本経済新聞に掲載する方法といたします。

■株主優待制度のご案内

対象株主 毎年3月31日現在の株主名簿に記載または記録された100株（1単元）
以上の当社株式を保有する株主様

株主優待制度の内容 当社が販売する電解水素水整水器1台もしくは浄水カートリッジ1本
の標準価格の30%割引が適用されます。

湘南鎌倉総合病院 小林修三 院長 × 当社代表取締役会長兼CEO 森澤 紳勝 医療法人鉄蕉会 亀田総合病院や徳洲会グループ 山内病院
など５施設126床に、電解水透析システムを導入
32施設、945床で、約2,800名の患者が利用

（2023年3月現在）

2023年3月期　�過去最高売上高を更新
業容拡大を目的に、新サービス導入、事業提携を推進

2022年8月　 米国デューク大学で行われているさい帯血投
与の「拡大アクセス制度（Expanded Access 
Protocol; EAP）」への申し込みガイドを作成
し、独自のパッケージツアーを導入

    　9月　 神宮外苑WomanLifeClinicと提携し、 
月経血幹細胞の再生医療への応用及びバン
キング事業への参入を計画

2023年1月　 株式会社ベビーカレンダー（東証グロース：
7363）と業務提携

■期末配当金のお支払いについて
　第41期期末配当金につきましては、1株につき120円と決定されましたので、同封の「期末配当金領収証」により、お近くのゆうちょ銀行全国本支店
及び出張所、または郵便局において、払渡期間（2023年6月23日から同年7月31日まで）内にお受け取り願います。
　なお、期末配当金の銀行振込をご指定の方には、「配当金計算書」及び「お振込先について」を同封いたしておりますのでご確認ください。

日本経済新聞朝刊　対談記事2023年3月10日掲載

ステムセル研究所（東証グロース市場、証券コード：7096）

2023年3月期

010_7064501302306.indd   4010_7064501302306.indd   4 2023/06/05   18:36:082023/06/05   18:36:08


